
平成２４年６月定例議会 行政報告 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

報告１ ファシリティマネジメントの推進について 

ＦＭ 

経費の節減・経営資源の有効活用を図ります 

町では、これまでに、町有財産未利用地の活用として、駐車場やパークゴルフ場用地

として民間への貸し出しや、照明器具の省エネ化による節電対策の実施、庁用車の適正

配置及び更新、軽自動車の採用等による維持管理経費の削減、酒々井小学校用地の計画

的な買い取りによる借地料の縮減等、経費の節減や経営資源の有効活用に関する取り組

みを実施してきました。 
全庁的な取り組みへ ―ＦＭ戦略会議・推進委員会を設置― 

さらに効果を上げるためには、施設資産の管理や保全等を総括的に実施し、橋梁等を

含めた施設の長寿命化を図ることができる体制を構築し、全庁的に推進することが重要

であることから、このたび、副町長を委員長とし、施設を所管する課長等で構成する

「酒々井町ファシリティマネジメント戦略会議」と経営企画課長を委員長とし、施設の

維持管理等を担当する職員で構成する「酒々井町ファシリティマネジメント推進委員

会」を設置し、体制の整備を図ったところです。 
これによりファシリティマネジメントを強力に推進します。
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チェルシージャパン(株)が進出 －４月１１日工事着工－ 

酒々井南部地区新産業団地内の状況について報告します。 
 地区内への進出予定事業者については、アウトレットモールを

全国８カ所で展開しているチェルシージャパン株式会社が、平成

２２年６月に独立行政法人都市再生機構と契約した定期借地権

設定契約に基づき、本年３月３０日に第１次の土地引渡しを受け、４月１１日に工事に着

手し、平成２５年春に「酒々井プレミアム・アウトレット」の開業を目指し準備が進めら

れています。 
約１１０店舗、年間３５０万人の来場者を見込む 

 「酒々井プレミアム・アウトレット」の施設の概要については、敷地面積は約１９．７

ヘクタール、店舗面積は約２１，７００平方メートル、店舗数約１１０店舗、駐車台数約

３，５００台、年間３５０万人の来客者を見込んでいると聞いております。 
町の情報発信コーナーを設置 

 町としても、アウトレットの集客効果を活かすため、町の観光物産等を広く展示紹介す

る情報発信コーナーを設け、町のイメージアップと中心市街地への誘客を図ることが重要

であると考えており、こうした施設を整備するため、（仮称）酒々井コミュニケーションセ

ンターの設置に係る経費を今議会の補正予算に計上しました。 
早期の土地活用と交通影響対策に取り組みます 

 次に、地区内の一般地権者の皆様の土地活用支援策として、酒々井南部土地区画整理事

業施行者である独立行政法人都市再生機構と協力し、本年４月に「酒々井南部地区新産業

団地用地登録制度要綱」を制定し、早期の土地活用の実現に向けホームページなどで情報

提供し企業進出の推進を図っているところです。 
また、酒々井インターチェンジの開通及びアウ

トレットのオープンに伴う周辺の交通影響対策

や、町道で課題となっている箇所・区間の対策に

ついて、地元関係者及び関係機関の意見を聴き計

画策定することを目的とした「（仮称）酒々井町

総合交通政策会議」の設置を進めているところで

す。 
 

 

報告２ 酒々井南部地区新産業団地及び（仮称）酒々井町総合交通政策会議について 

施設内イメージ図 
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継続して放射線量を測定しています 

東京電力福島第一原子力発電所の事故による当町の放射線量については、基準値である

０．２３マイクロシーベルトを上回る測定地点はありませんでした。なお、測定結果につ

いては、町ホームページで公表しています。 

また、これまで千葉県より借用し測定しているものと同機種のシンチレーション式サー

ベイメータを経済環境課に配備しましたので、６月からの定点測定に使用しています。 

放射線量測定器の貸し出し状況は、３月が１１件、４月が１５件、５月が７件の計３３

件であり、１２月からの累計数は、９０件となっています。 

ニンジン・タケノコ・ウメなど検査を実施 

当町の農林産物の検査結果については、千葉県によるモニタリング検査に

より、３月７日にニンジンの検査を実施し、１キログラムあたり定量下限値

２０ベクレルでは放射性セシウムは検出されませんでした。４月１６日にタ

ケノコの検査を実施し、「放射性セシウム１３４が１３．１ベクレル」、「放射

性セシウム１３７が１７．６ベクレル」検出され、５月３０日にウメの検査

を実施し、「放射性セシウム１３４が５．１４ベクレル」、「放射性セシウム１３７が６．５

８ベクレル」検出されましたが、いずれも食品衛生法に基づく一般食品の基準値である１

キログラム当たり、１００ベクレルの基準値より下回っています。 

また、今後の当町における千葉県によるモニタリング検査については、県指定の４品目

カブ、クリ、カキ、キュウイフルーツと町で生産販売されている１０品目ジャガイモ、タ

マネギ、キュウリ、サツマイモ、サトイモ、チンゲンサイ、ニンジン、ホウレンソウ、ユ

ズ、夏ミカン・甘夏について、モニタリング検査を実施する予定です。 

生産者からの希望検査も受付 

また、酒々井町産農林産物の安全性を確保するため、農林産物の生産者からの希望検査

予約を受け、６月８日（金）から、毎週金曜日の午後に検査を行っています。 

学校・保育園の給食の食材を検査 

食品放射能測定装置のシンチレーションスペクトロメータを町学校給

食センターに配備し、学校や保育園の給食の食材の安全確保及び酒々井

産農産物の安全確認のため、食品放射能測定検査を実施しています。検

査計画内容につきましては、学校給食センターにおいて、毎週月、水、

金の３日間で１日１品目から２品目の検査を５月７日から実施。保育園

においても、毎週水曜日に１品目から２品目の検査を５月２３日から実施しています。 

なお、食品衛生法に基づく一般食品の基準値は、１キログラム当たり１００ベクレルで

報告３ 町内の放射線量状況及び放射性物質状況並びに対応等について 

空 間 

農林産物 

給 食 
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すが、安全で安心な食材を提供するため、町独自の基準値として、１キログラム当たり５

０ベクレルとしています。 

また、検査結果につきましては、基準値の１キログラム当たり５０ベクレルより下回っ

ており、町ホームページで公表しています。 

１年分の費用 約３８９万円を東京電力に請求 

 平成２４年５月２１日に東京電力成田支社において、印旛郡市７市２町合同で、平成２

３年３月１１日の東日本大震災により発生しました、東京電力福島第一原子力発電所の事

故により放出された放射性物質の測定等に係り、平成２４年３月３１日までに要した経費

のうち、特別交付税措置をされたものを除いた費用、３８９万１千７４８円を請求したと

ころ、６月７日付けで、東京電力株式会社から原子力損害賠償紛争審査会の中間指針など

を踏まえ、現在損害賠償範囲や手続きなどの検討を進めている段階であるため、機会を改

めて説明を行いたい旨の回答がありました。 

 なお、平成２４年４月１日以降に生じる経費については、改めて請求していく予定です。 

 

（請求の内訳） 

 放射線検査機器購入費 １５２万９千８５０円 

 広報活動に関する経費   ４万９千６７４円 

 人件費        ２３１万２千２２４円 

 

 


